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Ⅰ 国民健康保険事業の運営の広域化又は国民健康保険の財政の安定化の推

進に関する基本的な事項 

１ 策定の目的 

(1)  市町村国保の現状と課題 

市町村が運営する国民健康保険（以下「市町村国保」という。）は、 

被用者保険に加入する者等を除く全ての者を被保険者とする公的医療

保険制度であり、国民皆保険の最後の砦ともいえるものである。 

しかし、その財政単位を市町村としている現状においては、小規模保

険者が多数存在し、そうした小規模保険者では財政が不安定となりやす

いこと、被保険者の年齢構成や所得分布の差異が大きいこと、医療機関

の偏在によって医療給付費の格差が生じていることなどの構造的な問

題を抱えている。また、被保険者側からみれば、保険給付は全国共通で

あるものの、保険料は市町村ごとに大きく異なり、不公平感がある。こ

れは、上記の構造的な要因に加え、市町村によって、保険料の算定方式

が異なること、健康づくりなどの保健事業や医療費適正化策の取組に違

いがあること、収納率が低い場合他の被保険者に負担が転嫁されること、

保険料の上昇を抑制するため一般会計からその財政状況に応じ法定外

繰入をする場合があることなどによるものである。 

こうした問題に対しては、保険財政の安定化や保険料の平準化の観点

から、これまでも医療給付費の多寡や所得の差異に着目した国、県及び

市町村による公費投入、医療保険制度全体あるいは市町村国保間での財

政調整、市町村合併や広域連合の活用などによって対応しているが、い

まだ十分とはいえない。 

 

(2)  広域化の必要性 

このような現状を改善するためには、まず市町村国保の運営に関し、

広域化を推進することが必要である。そして、市町村国保の広域化を円

滑に進めるためには、国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号。）

第 4 条第 2 項に基づき市町村国保の健全運営について必要な指導を

行うこととされている県が、市町村国保の置かれた状況を踏まえ、また、

医療法（昭和 23 年法律第 205 号）に規定する医療計画、高齢者の医

１ 



 

療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）に規定する医療費適

正化計画、健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）に規定する健康増

進計画などとの整合性をとりながら、地域の実情に応じた広域化の進め

方を示すことが重要である。 

以上を踏まえ、市町村国保の運営の広域化や財政の安定化を推進する 

ための支援の方針として平成２２年１２月「山梨県国民健康保険広域化

等支援方針（第１次）」（以下「広域化等支援方針」という。）を策定

した。 

 今回の改定では、この方針の中で引き続き検討を要するとしたこと等

について、平成２３年度から平成２４年度にかけて取りまとめた内容や、

平成２７年度から拡大する保険財政共同安定化事業の円滑な推進のた

めの取り組みについて新たに追加することとする。 

 

(3)  期待される取組等 

広域化等支援方針は、今後の地域保険としての一元的運用を図るため 

の環境整備を行うものとして、また、普通調整交付金の減額措置の適用

除外の要件を満たすことも踏まえて、当面、必要な事項について策定し

たものである。 

引き続き広域的な保険料の平準化を進めていく場合には、保険料算定 

方式の統一や保険財政共同安定化事業の拡大の円滑な推進に取り組む

ことは重要であり、併せて、保険財政の広域化に当たっては、医療費適

正化策、収納対策、赤字解消対策などについて取り組むことも必要であ

るため、県は、市町村、国民健康保険団体連合会等と連携して、広域化

等支援方針の目標を明確にし、これを達成するために相互に協力し合い

ながら、広域化等支援方針に定められた具体的な施策を講じていくもの

とする。 

なお、広域化等支援方針の改定に当たっては、関係者の意見を十分に 

聴くとともに、必要に応じて意見の調整を図る必要があることから、第

１次方針策定時に設置した市町村国保広域化等連携会議及び作業部会

において、意見交換や意見調整を行ったものである。 

 

２ 



 

(4) 制度改正との関係 

広域化等支援方針については、国民健康保険法の一部を改正する法 

律により、平成２７年度から保険財政共同安定化事業が全ての医療費

を対象とするよう見直されたことを踏まえ、平成２６年度までの間は、

全ての医療費を対象とした場合の試算を行うなど、保険財政共同安定

化事業を円滑に拡大するための準備を中心に策定し、平成２７年度以

降は保険財政共同安定化事業が全ての医療費を対象としていることを

前提として、その円滑な実施やその他の広域化のための取組みについ

て策定することとする。 

２ 策定の根拠規定 

国民健康保険法第 68条の 2 第 1 項 

 

３ 策定の年月日 

平成２５年３月２２日とする。 
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Ⅱ 国民健康保険の現況及び将来の見通し 

１ 国民健康保険の現況 

(1)被保険者の年齢構成 

  本県市町村国保の被保険者の年齢構成をみると、平成２３年度は年少人

口（１４歳以下）が、２３，８６１人、９．３％、生産年齢人口（１５歳

から６４歳まで）が、１５７，３４０人、６０．９％、老齢人口（６５歳

以上）のうち６５歳から７４歳までが、７６，９８２人、２９．８％とな

っている。なお、平成１１年度の山梨県の６５歳から７４歳までの人口は

２１．１％であった。 

 全国の６５歳から７４歳までの人口は、平成１１年度は、２２．３％だ

ったものが、平成２３年度には、３１．４％まで増加し、それに伴い若年

層の構成割合が減少し、年々被保険者の高齢化が進んでおり、本県も同様

の傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 国民健康保険実態調査報告 

 

 

 

 

 

被保険者の年齢構成（山梨県） 

  平成２３年９月末現在 

 年齢階層 

被保険者

数 

（人） 

構成比 

（％） 

 ０～４歳 6,421  2.5  

５～９歳 7,893  3.1  

１０～１４歳 9,547  3.7  

１５～１９歳 10,628  4.1  

２０～２４歳 10,053  3.9  

２５～２９歳 9,452  3.7  

 ３０～３４歳 10,695  4.1  

３５～３９歳 13,876  5.4  

４０～４４歳 14,923  5.8  

４５～４９歳 13,585  5.3  

５０～５４歳 14,471  5.6  

５５～５９歳 20,357  7.9  

６０～６４歳 39,300  15.2  

６５～６９歳 39,137  15.2  

７０～７４歳 37,845  14.7  

計 258,183  100.0  

※０～１４歳 ２３，８６１人    ９．３％ 

 １５～６４歳 １５７，３４０人 ６０．９％ 

 ６５～７４歳 ７６，９８２人 ２９．８％ 

４ 



 

(2) 被保険者の所得分布 

本県市町村国保の所得階層別世帯数の分布をみると、平成２２年度では 

所得なしが１９．４％となっており、全国の２７．６％を下回っている。

また、所得なし～１００万円未満までの階層は山梨県・全国ともに国保全

体の約半数を占めており、平成２２年度国民生活基礎調査（厚生労働省）

による国民全体に占める同階層の割合の５．９％と比較すると、国保にお

ける同階層の割合は著しく高くなっている。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

       
 

  
      

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

     

 

                                 国民健康保険実態調査報告 

市町村国保の所得階級別世帯数の分布（平成２２年度） 
   単位：％ 

  全国 山梨県 

所得なし 27.6 19.4 

～３０万円未満 7.7 5.6 

３０万円以上～４０万円未満 3.3 2.8 

４０万円以上～６０万円未満 5.3 5.3 

６０万円以上～８０万円未満 4.9 5.2 

８０万円以上～１００万円未満 5.0 6.1 

１００万円以上～１５０万円未満 13.3 13.1 

１５０万円以上～２００万円未満 10.3 12.3 

２００万円以上～２５０万円未満 6.8 7.2 

２５０万円以上～３００万円未満 4.5 5.3 

３００万円以上～４００万円未満 4.8 7.4 

４００万円以上～５００万円未満 2.3 3.7 

５００万円以上～７００万円未満 2.0 3.7 

７００万円以上～１，０００万円未満 1.1 1.6 

１，０００万円以上～ 1.2 1.4 

所得不詳 7.4 2.6 

合計 100.0 100.0 

５ 



 

 (3)医療費の動向 

 本県市町村国保の１人当たり医療費をみると、平成２２年度は２７９，６

７４円、平成２３年度は２９１，００３円と増加傾向にあり、また、全国順

位は平成２０年度で４１位、平成２１年度で３９位となっている。医療費と

の関連で本県に特徴的なこととして、「健康寿命」つまり健やかに過ごせる

人生が長いことが挙げられる。 

 

        

       国民健康保険事業年報  

 

※平成２０年度は比較的医療費の高額な高年齢層が、後期高齢者医療制度へ 

 移行したため、１人当たり医療費は全国的に低下している。 

 

          

 

  
   

 
  

 
  

１人当たり医療費の推移 

  単位：円 

年度 山梨県 全国 

Ｈ16 327,309 370,813 

Ｈ17 352,859 386,443 

Ｈ18 356,544 389,547 

Ｈ19 370,758 407,308 

Ｈ20 255,755 281,761 

Ｈ21 268,288 289,885 

Ｈ22 279,674 299,333 

Ｈ23 291,003 308,688 

被保険者別１人当たり医療費の推移（山梨県） 

   単位：円 

年度 
一般   

被保険者 

退職     

被保険者 

老人     

被保険者 

H16 194,561 347,530 688,801 

H17 202,858 374,524 738,255 

H18 206,288 374,873 751,735 

H19 215,766 376,749 785,659 

H20 249,491 365,014 － 

H21 266,103 331,911 － 

H22 277,441 333,269 － 

H23 286,139 391,788 － 

Ｈ２０からは老人被保険者は、後期高齢者医療

制度に移行。 

国民健康保健事業年報 
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(4)保険料（税）調定額 

 県内市町村国保の１人当たり保険料調定額は医療費の増加等に伴い、上
昇傾向にある。平成２２年度は９２，１７０円、平成２３年度は９６，３
６７円となっており、平成１９年度以降は全国を上回っている。また、平
成２３年度の市町村間で比較してみると、最高と最低の差は１．７７倍と
なっている。 

 

       

 

  
      

       

       

       

       

       

       

       

       

       

  

 

１人当たり保険料（税）調定額 

  単位：円 

 年度 山梨県 全国 

Ｈ１６ 78,077  78,959  

Ｈ１７ 78,958  80,352  

Ｈ１８ 81,034  82,580  

Ｈ１９ 85,195  84,367  

Ｈ２０ 93,974  90,625  

Ｈ２１ 93,946  90,908  

Ｈ２２ 92,170  88,578  

Ｈ２３ 96,367  89,666 

平成２３年度保険料（税）１人当たり調定額    

  
保険者名 

１人当たり 

調定額（円） 

格

差 

1 丹波山村 65,988 1.00  

2 小菅村 68,380 1.04  

3 富士川町 78,507 1.19  

4 早川町 80,874 1.23  

5 市川三郷町 82,024 1.24  

6 上野原市 83,014 1.26  

7 西桂町 86,518 1.31  

8 韮崎市 88,861 1.35  

9 北杜市 91,586 1.39  

10 富士吉田市 91,917 1.39  

11 南アルプス市 92,106 1.40  

12 山梨市 93,336 1.41  

13 南部町 94,145 1.43  

14 身延町 94,752 1.44  

15 中央市 95,447 1.45  

16 甲府市 95,453 1.45  

17 道志村 97,912 1.48  

18 山中湖村 98,447 1.49  

19 甲州市 100,658 1.53  

20 忍野村 101,102 1.53  

21 笛吹市 101,172 1.53  

22 甲斐市 101,615 1.54  

23 昭和町 102,287 1.55  

24 大月市 103,601 1.57  

25 都留市 111,092 1.68  

26 鳴沢村 114,231 1.73  

27 富士河口湖町 116,824 1.77  

平成２３年度保険料（税）一人当たり調定額の格差 

国民健康保険事業年報 
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(5)市町村国保の財政状況 

 県内市町村国保の財政状況をみると、実質単年度収支での赤字が継続し

ており、平成２２年度は約３０億円、平成２３年度は約１４億円の赤字と

なっている。また、例年、赤字保険者数が黒字保険者数を大きく上回って

いる状況であり、平成２２年度は、２７保険者中２４保険者が赤字、平成

２３年度は、２７保険者中２０保険者が赤字となっている。平成２３年度

に赤字の状況が改善した要因としては、前期高齢者交付金の増額並びに保

険料（税）の引き上げによる収入増が挙げられる。全国の状況については、

赤字額は平成２１年度３，２５０億円、平成２２年度３，９００億円とな

っている。 

 

       

 

 
 

  
 

   

 
平成２３年度実質単年度収支 
         

 

  
          

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

決算状況   

年度 
実質単年度 

収支（円） 

黒字 

保険者 

赤字 

保険者 

Ｈ１６ -2,691,655,095  2  36 

Ｈ１７ -2,440,209,064  2  27 

Ｈ１８ -1,733,744,513  5  23 

Ｈ１９ -2,306,531,336  2  26 

Ｈ２０ -2,019,290,524  5  23 

Ｈ２１ -3,022,390,769  3  24 

Ｈ２２ -2,950,175,804  3  24 

Ｈ２３ -1,413,249,647  7  20 

    （右

（右目盛） 

国民健康保険特別会計事業状況データ 

国民健康保険特別会計事業状況データ 
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 (6)保険料（税）の収納率 

 県内市町村国保の収納率（現年度分）をみると、平成３年度の９６．５

５％以降低下し続け、平成２１年度は８８．０７％であったが、平成２２

年度は８８．６７％と１９年振りの上昇に転じ、平成２３年度は２年連続

の上昇で８９．１０％であった。しかしながら、いまだ９０％台を回復し

ておらず、全国順位についても平成２２年度３７位という状況である。 

 なお、収納率の低迷は保険料調定額の増加要因ともなっている。 

 

 

        

 

 

 ※平成２０年度は収納率の高い高年齢層が、後期高齢者医療制度へ 

  移行したため、収納率は全国的に低下している。 

 

平成２３年度保険料（税）収納率（速報値） 

 

 
 

        

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

保険料（税）収納率（市町村） 

 単位：％ 

 年度 山梨県 全国 

Ｈ３ 96.55 94.16 

Ｈ１６ 91.52 90.09 

Ｈ１７ 91.24 90.15 

Ｈ１８ 91.21 90.39 

Ｈ１９ 90.82 90.49 

Ｈ２０ 88.64 88.35 

Ｈ２１ 88.07 88.01 

Ｈ２２ 88.67 88.61 

Ｈ２３ 89.10 89.39 

国民健康保険事業年報 

国民健康保険特別会計事業状況データ 

国民健康保険特別会計事業状況データ 
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２ 市町村国保の将来の見通し 

「日本の世帯数の将来推計」（国立社会保障・人口問題研究所）によると、

高齢世帯（世帯主の年齢が６５歳以上の世帯）が一般世帯総数に占める割合

は、２００５年（平成１７年）には、全国で２７．６％、山梨県で２９．７％

であったものが、２０３０年（平成４２年）には、全国で３９．０％、山梨

県で４１．４％となり、山梨県では、高齢世帯の割合が、全国よりも高い数

値で推移し続けるものと推計されている。 

また、「国民医療費、医療給付費、後期高齢者医療費の将来見通し」（第

４回高齢者医療制度改革会議資料）では、全国の医療給付費は、平成１８年

度予算ベースでは２７．５兆円であるが、平成２７年度には３７兆円、平成

３７年度では４８兆円と増加し続け、「医療保険制度における所要保険料及

び公費負担の将来見直し」（同）では、全国の市町村国保の所要保険料は、

平成２０年度の３兆５００億円から、平成２７年度には３兆７，１００億円

に上昇するとされている。 

さらに、「労働力需給推計」（雇用政策研究会）では、労働力人口、労働

力率（就業者数と完全失業者数とを合わせた労働力人口が１５歳以上の人口

に占める割合）ともに、現状のままでは大きく減少することが見込まれてい

る。（ただし、労働市場への参加が進むことによって、減少幅を相当程度抑

えることが可能とされている。） 

これらの状況を踏まえると、市町村国保は、さらなる高齢化の進展等によ

り高齢者層がますます増加していき、同時に医療給付費の増加も避けられず、

さらに年齢構成や労働者人口の減少等から考慮すれば、大幅な所得水準の改

善も見込まれない。 

以上から、財政収支が不安定となりやすいことや、市町村間の保険料（税）

の格差等の構造的な課題を抱える市町村国保の運営は、今後さらに厳しい状

況になっていくものと考えられる。 
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Ⅲ 国民健康保険事業の運営の広域化又は国民健康保険の財政の安定化の推

進において県が果たすべき役割 

県は、この広域化等支援方針に定めるところにより、市町村国保の課題解 

決のため、広域化の推進に向けての役割を果たすことが求められる。こうし

たことから、県は、市町村国保における事業運営の広域化の調整、財政運営

の広域化の企画立案、県内の標準設定などを行い、市町村国保の広域化を支

援するものとする。 

 

Ⅳ 国民健康保険事業の運営の広域化又は国民健康保険の財政の安定化を図

るための具体的な施策 

１ 事業運営の広域化等 

広域化等支援方針において、市町村アンケート結果を踏まえ取り組む 

必要があるとして列挙した事業について、連携会議及び作業部会において、

具体的な事業内容や実施方法等について検討を行い、次のとおり整理した。 

 

(1) 国保総合システムの活用等により国保連合会の共同事業として実施

する事業 

○  保険者事務 

①高額療養費等の算定システムの共通化 

    ・現在１７保険者が国保連合会へ委託している。 

   ・全保険者が委託可能だが共通システムのため保険者独自の仕様

等に制限がある。 

②被保険者証の作成 

・白紙のみ作成は１４保険者が委託しており、一括更新時の作成

は４保険者が委託している。なお、随時作成は全保険者が自庁

システムで作成している。 

    ○  医療費適正化策 

     ①レセプト点検 

      ・現在２３保険者が委託している。 

      ・今後、介護給付費との突合や第三者行為の疑いの抽出などの業

務の実施を検討する。  

     ②医療費通知 

      ・現在２２保険者が委託している。 

      ・うち、２０保険者は、二ヶ月分ごとに年６回作成している。 
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③ジェネリック医薬品差額通知 

 ・現在２０保険者が委託している。  

 ・平成２４年度は、年回２回実施した。 

  

    ※ その他、国保総合システムから提供可能な情報等 

      ・長期入院者の抽出 

      ・他受診重複受診者の抽出 

      ・疾病別疾病統計の作成 

   

 (2)  県等により実施する事業 

   ○  収納対策 

   ①収納担当職員研修会 

・滞納整理事務、収納率向上対策等に関する研修会の開催 

（平成２３年度、２４年度は２回開催した。） 

      ・インターネット公売に関する研修 

○  保健事業 

 ①特定健康診査・特定保健指導の実施率向上等対策 

  ・健診未受診者対策として「かかりつけ医情報提供システム」の       

整備 

・実施率向上や保健指導の実態把握のための保険者等に対するア

ンケートの実施 

・保険者や実施者を対象とした研修会の実施 

②効果的な保健指導プログラムの共同開発、共同実施 

・国保連合会がレセプト及び健診結果の分析等に基づくデータ提

供を実施している。共同開発等の具体化には引き続き検討が必

要である。 

③保健担当職員に対する研修会の実施等 

 ・国保、福祉及び保健主管課長並びに関係職員合同研修会の実施 

 ・特定健康診査・特定保健指導結果のデータ等を活用した研修会

の実施 

 

(3)  具体化に向けて引き続き検討を要する事業 

    ○ 保険者事務 

     ①被保険者からの問い合わせに対応するコールセンターの設置 
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○ 医療費適正化策 

①重複受診やコンビニ受診防止のキャンペーン実施 

    ○ 収納対策 

     ①滞納整理事務の共同実施 

     ②マルチペイメント・ネットワークシステムの共同導入 

     ③徴収アドバイザーの派遣 

     ④口座振替促進のキャンペーン実施 

     ⑤多重債務者支援の専門家設置 

    ○ 保健事業 

     ①休日等における全市町村共通の特定健診実施施設の設置 

   

２ 財政運営の広域化等 

国民健康保険法の改正により拡大する保険財政共同安定化事業の円滑

な実施を始め、財政運営の広域化等に資する県調整交付金や広域化等支援

基金の活用などに関する取り組みについては、次のとおりである。 

 

(1)  保険財政共同安定化事業 

  国民健康保険法の改正により平成２７年度から事業対象が全ての医

療費に拡大されることを受け、平成２６年度までの間は全ての医療費

を対象とした場合の拠出超過の状況などについて試算を行う。既に実

施した平成２３年度実績に基づく試算によると各市町村が行う拠出金

が交付金を上回る「拠出超過」の総額は、事業拡大前に比べて大幅に

増額し約３倍となることが見込まれていることから、県では当該事業

の円滑な推進に資するため特別調整交付金を活用することとして、調

整交付金条例の改正を行い、平成２７年度から特別調整交付金の交付

割合を拡大することとした。 

   ただし、あくまでも拠出超過の激変緩和としての措置であるため、

その後も継続して拠出超過が見込まれる市町村は、調整交付金に代る

財源確保について検討をしていく必要がある。 

 なお、拠出方法については、現行どおり被保険者割５割、医療費実

績割５割とし、対象医療費の引き下げについても平成２６年度までの

間は行わないこととするが、拠出方法については、医療費実績割の割

合を引き下げるほど県単位での保険料の平準化が進むことが考えられ

るため、市町村間の医療費の格差の実態を踏まえ、今後、必要があれ

ば見直しを検討することとする。 
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(2) 県調整交付金 

「都道府県調整交付金配分ガイドライン」（平成17年6月17日保発 

0617026号）を参考としつつ、広域化に向けた取組のインセンティブ

として活用するとともに、広域化により生じる激変緩和策として活用

することとし、保険財政共同安定化事業の拡大に伴う拠出超過の激変

緩和を目的として、平成２７年度以降、特別調整交付金による支援を

行う。また、引き続き保険料収納率目標の達成状況に応じた支援も行

うこととする。 

 

(3) 広域化等支援基金 

広域化等支援基金については、これまでも保険財政広域化支援事業

及び保険財政自立支援事業として、保険料の激変を緩和するためなど

の貸付事業を行っているところである。引き続き、基金の運用収益及

び都道府県が基金のその他の事業に支障がないと認める範囲内におい

て、広域化等支援方針の作成に係る調査研究又は広域化等支援方針に

定める共同事業の調整などの経費として活用することについて検討し

ていくものとする。 

 

 

３ 県内の標準設定 

将来、県単位で統一の保険料（税）率等を設定するためには、保険者規

模別の収納率目標、赤字解消の目標年次、標準的な保険料算定方式、標準

的な応益割合などを定めて、それを達成することが必要不可欠である。 

こうした標準の達成に向けて制度を変更することは、相応の困難が伴う 

ものであるが、県の主導のもと各市町村が一斉に取り組むことによって、

被保険者の理解を得るよう努めるものとする。 

 

(1) 収納率目標 

収納率目標については、広域化等支援方針において、年間平均一般被 

保険者数区分に応じ、平成２４年度を目標達成年度として平成２２年度

からの３年度分について設定したところである。２年度分の達成状況を

見ると平成２２年度は１９市町村、平成２３年度は１７市町村が目標数

値をクリアする結果となっている。県全体の収納率を見ると、平成３年

度以降１８年連続で低下し続けていたが、平成２２年度に１９年振りに

上昇に転じ、平成２３年度は２年連続の上昇となった。しかしながら、
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８９．１％と９０％に届かない状況であるため、引き続き向上対策を講

じていく必要があり、目標数値についても次のとおり設定することとす

る。なお、達成状況に応じて県は技術的助言及び県調整交付金による支

援を行うものとする。 

 

    

○収納率目標 

     年間平均一般被保険者数の区分に応じて、次のとおり収納率目標を

設定する。ただし、年間平均一般被保険者数に対する年間平均前期高

齢者数の割合が１／３を超える市町村にあっては下記の率に１ポイ

ントを加えたものを収納率目標とする。 

 

               区  分            収納率目標 

       一般被保険者数１万人未満の市町村        ９４％ 

    一般被保険者数１万人以上５万人未満の市町村   ９３％ 

       一般被保険者数５万人以上の市町村        ９０％ 

 

   ○年次目標 

     前記で設定する収納率目標の年次ごとの目標値は、次のとお       

りとする。 

 

    収納率目標  平成２５年度  平成２６年度  平成２７年度 

     ９５％   ９４.２０％   ９４.６０％     ９５％  

     ９４％   ９２.７４％   ９３.３７％     ９４％  

     ９３％   ９１.５４％   ９２.２７％     ９３％  

     ９１％   ８６.４７％   ８８.７３％     ９１％  

     ９０％   ８５.９７％  ８７.９８％    ９０％  

                                             

 ○技術的助言 

   県は達成状況に応じ、主に次の項目について、技術的助言を行う。 

  ・徴収計画の策定 

  ・納期内納入の促進（口座振替の促進、コンビニエンスストアでの納

付、啓発活動等） 

  ・滞納者対策（実態把握、滞納処分等） 

  ・徴収体制の充実（全庁体制の確立、休日夜間の戸別個別徴収、嘱託
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徴収員の採用等） 

  ・収納対策緊急プランの策定 

 

 ○県特別調整交付金 

   県特別調整交付金の収納率向上に係る交付基準に次の項目を設定し、

収納率目標の達成を支援する。（平成２３年度調整交付金から適用）。 

  ・交付対象 県特別調整交付金の収納率向上に係る交付基準を満たし

た上で、さらに、広域化等支援方針で年度ごとに設定し

た収納率目標を達成した市町村 

  ・交 付 額 県特別調整交付金の収納率向上に係る交付額にその１／

２の額を加算する。  

 

(2) 赤字解消の目標年次 

    各市町村の決算状況を見ると、実質単年度収支は大半の市町村が赤

字であり、仮に現状のまま財政運営の広域化(都道府県単位化等)を行

えば、単に多額の赤字を抱えた一組織を作ることになり、財政運営は

困難なものになる。 

財政運営の広域化(都道府県単位化等)後の財政運営を健全で安定的

なものにするためには、広域化に向けて各市町村が赤字を解消するこ

とが必要であるが、長引く景気低迷による所得減少と医療費の増加傾

向という環境の中、現状の各市町村の財政状況からみて、赤字解消の

目標年次を設定することは困難である。 

したがって、各市町村の赤字解消については、具体的に「いつまで」

とする目標年次の設定は行わないこととする。 

ただし、各市町村は、個々の実情に応じて、必要な保険料（税）の賦

課と収納率向上による歳入の確保並びに医療費適正化等による歳出の

削減に努め、赤字解消を進めることとする。なお、翌年度予算の繰上充

用や一般会計からの法定外繰入に大きく依存している市町村は、まず、

保険料の収納率向上に努め、尚不足する場合は、保険料（税）の引き上

げなどの収入確保対策を確実に実行する必要がある。 

県は、市町村国保財政の状況を十分に注視し、赤字解消に向けた取り

組みが不十分と認められる場合は、定例の技術的助言とは別に特別な技

術的助言を行うものとする。 
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(3) 標準的な保険料算定方式 

現状、県内市町村で４方式が多く採用されているが、資産割につい

ては、都市部では実情に合わず居住用の住宅・土地のみを所有してい

る世帯の不公平感が大きい。平等割については、県内全市町村が採用

していること、また、既に３方式としている市町村が４方式に戻すこ

とは困難であることから、当面３方式で統一することが各市町村にお

ける被保険者への影響や事務処理等も含め、混乱が少ない。 

以上のことから、県内の保険料(税)の算定方式は原則３方式とする。

ただし、やむを得ないと認められる特別な事情がある場合は、他の方 

式を採用できるものとするが、財政運営の広域化に向け算定方式を統一

できるよう各市町村が努力していくこととする。 

 

     (4) 標準的な保険料の応益割合 

県内市町村の平成２３年度の実績を見ると本県の応益割合は４５％

に満たない状況（４４．９３％）である。政令で定める標準的な応益割

合は５割であるが、この基準に合わせた場合、応益割合が増加する分、

所得割率が低下することになる。それにより、所得割の納付を要しない

世帯には負担増となり、所得割の納付を要する世帯には、被保険者の所

得水準によって、増加、減少いずれかの影響が生じる。 

また、政令で定める応益割合５割を標準として設定した場合、算定方

式を３方式または２方式とした場合には所得割が５割となり、各市町村

の所得の状況によっては、保険料の賦課額が不足し国保財政に大きな影

響を及ぼすことも考えられるため、標準的な算定方式と応益割合を決定

した後も、対応可能な市町村から順次、統一応益割合に合わせてしてい

くことにならざるを得ない。なお、応益割合５割の考え方としては、あ

くまでも予算編成の段階での基準であり、結果として決算時に変動して

しまうことはやむを得ないものである。 

     以上のことから、県内の標準的な賦課割合は、政令で定めた応能割５

割、応益割５割とする。ただし、個々の市町村の実情により、上下する

ことはやむを得ないものとするが、その場合でも各市町村において４

５％～５５％の範囲内となるよう努めるものとする。 

    

    

    

    

１７ 



 

ⅤⅤⅤⅤ    必要必要必要必要なななな関係市町村相互間関係市町村相互間関係市町村相互間関係市町村相互間のののの連絡調整連絡調整連絡調整連絡調整 

広域化等支援方針の策定後においても、適宜必要なときに、連携会議等を 

開催し、進捗状況や問題点を把握した上で、推進方策を確認し合うほか、

必要に応じて、支援方針の見直しを行うものとする。 

 

 

ⅥⅥⅥⅥ    国民健康保険事業国民健康保険事業国民健康保険事業国民健康保険事業のののの運営運営運営運営のののの広域化又広域化又広域化又広域化又はははは国民健康保国民健康保国民健康保国民健康保険険険険のののの財政財政財政財政のののの安定化安定化安定化安定化をををを推推推推

進進進進するためするためするためするため県県県県がががが必要必要必要必要とととと認認認認めるめるめるめる事項事項事項事項 

この広域化等支援方針については、国の制度改正等が行われるなど、変更 

の必要が生じたときは、随時見直すものとする。 

また、県は広域化等支援方針の作成及び広域化等支援方針に定める施策の 

実施に関して必要があると認めるときは、国民健康保険団体連合会その他の

関係者に対して必要な協力を求めることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 



 

       山梨県市町村国保広域化等連携会議設置要綱 

 

（目的） 

第１条 国民健康保険法第６８条の２第１項に基づき都道府県が定めること

ができる広域化等支援方針（以下「支援方針」という。）を策定するため、

山梨県市町村国保広域化等連携会議（以下「連携会議」という。）を設置す

る。 

２ 連携会議は、支援方針の策定後においても、適宜必要なときに開催し、進

捗状況や問題点を把握した上で、構成員相互間において推進方策を確認し合

うほか、必要に応じて支援方針の見直しを行う。 

     

（組織） 

第２条 連携会議は、次の各号に掲げる者を構成員とする。 

（１）国保援護課長 

（２）医務課長 

（３）健康増進課長 

（４）市町村課長 

（５）市町村国民健康保険主管課長  ８名（４市４町村） 

（６）山梨県国民健康保険団体連合会を代表する者  ２名 

 ２ 連携会議に議長を置き、議長には国保援護課長をもって充てる。 

 ３ 構成員の任期は２年度とする。ただし、構成員が欠けた場合における後

任の任期は、前任者の残任期間とする。  

 

（会議） 

第３条 連携会議は、必要に応じ議長が招集する。 

 

（作業部会） 

第４条 連携会議には、支援方針で策定する項目の内容に基づき、次の各号に

掲げる作業部会を設置する。 

（１）事業運営の広域化（保険者事務、収納対策等）に関する作業部会 

（２）事業運営の広域化（医療費適正化策、保健事業等）に関する作業部会 

（３）財政運営の広域化に関する作業部会 

（４）標準設定に関する作業部会 

 ２ 作業部会は、第２条第１項各号の構成員が推薦する者をもって組織する。 

 

 



 

（庶務） 

 第５条 連携会議の庶務は、国保援護課において処理する。 

 

（その他） 

 第６条 この要綱に定めるもののほか、連携会議の運営等に関し必要な事項

は、議長が定める。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成２２年７月１５日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 


